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厚生労働省老健局高齢者支援課

高齢者向け住まいにおける適切なサービス提供確保のために

高齢者向け住まいにおける適切なケアマネジメントに向けて ～自治体の役割・取組等の視点から～

（令和４年11月29日）
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１．高齢者向け住まいの現状



（単位：人・床）
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介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設

介護医療院 認知症高齢者グループホーム 養護老人ホーム

軽費老人ホーム 有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅

介護付き有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム

※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」、「介護給付費等実態調査（10月審査分）【H14～H29】」及び「介護給付費等実
態統計（10月審査分）

【H30~】」による。
※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を合算したもの。
※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。（短期利用を除く）
※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「社会福祉施設等調査（R2.10/1時点）」による。ただし、H21~H23は調査票の回収率から算出した推計値であり、H24~は基本票の数値。（利用者数ではなく定
員数）
※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（利用者数ではなく定員数）による。サービス付き高齢者向け住宅を除く。
※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（R3.9/30時点）」による。（利用者数ではなく登録戸数）
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介護医療院

高齢者向け住まい・施設の件数



（単位：人・床）
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介護医療院 認知症高齢者グループホーム 養護老人ホーム

軽費老人ホーム 有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅
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※１：介護保険施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」、「介護給付費等実態調査（10月審査分）【H14～H29】」及び「介護給付費等実態統計（10月審査
分）

【H30~】」による。
※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を合算したもの。
※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。（短期利用を除く）
※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「社会福祉施設等調査（R2.10/1時点）」による。ただし、H21~H23は調査票の回収率から算出した推計値であり、H24~は基本票の数値。（利用者数ではなく定員数）
※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（利用者数ではなく定員数）による。サービス付き高齢者向け住宅を除く。
※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（R3.9/30時点）」による。（利用者数ではなく登録戸数）
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363,600

介護医療院

高齢者向け施設・住まいの利用者数



○サービス付き高齢者向け住宅
○住宅型有料老人ホーム

○介護付有料老人ホーム
（特定施設入居者生活介護）

○「介護付有料老人ホーム」では、ホーム事業者が提供する介護保険サービスをホーム内で受けられる。
（介護保険法に基づく特定施設入居者生活介護の指定を受けているホームの場合）

○「サービス付き高齢者向け住宅」「住宅型有料老人ホーム」では、必要に応じて、入居者自身が外部のサービス事業者
と契約して、介護保険サービスの提供を受ける。

※なお、「サービス付き高齢者向け住宅」について、「有料老人ホーム」に該当するものは、特定施設入居者生活介護の
指定を受けることが可能。

医療

外部サービス（単独施設・併設施設）

※入居者が事業者を自由に選べる

サービス付き高齢者向け住宅・有料老人ホームの入居時の介護サービス利用方法



五 高齢者がその居宅において日常生活を営むために必要な保健医療サービス及び福祉サービスを提供する体制の確保に関する基本的な事項

４ 高齢者居宅生活支援サービスの提供

高齢者居宅生活支援サービスを提供する事業者は、高齢者居宅生活支援サービスについて、介護保険法等の関係法令を遵守するとともに、関係するガイ
ドライン等を参考にサービスの向上に努めることが望ましい。

また、入居者が、賃貸人若しくは登録事業者が直接提供する高齢者居宅生活支援サービス又は賃貸人若しくは登録事業者が委託し若しくは提携する事業
者が提供する高齢者居宅生活支援サービス以外の外部事業者が提供する高齢者居宅生活支援サービスの利用を希望した場合には、その利用を制限すべき
ではない。さらに、賃貸人又は登録事業者は、入居者が保健医療サービス又は福祉サービスを利用しようとする場合にあっては、賃貸人若しくは登録事
業者が直接提供する保健医療サービス若しくは福祉サービス又は賃貸人若しくは登録事業者が委託し若しくは提携する事業者が提供する保健医療サービ
ス若しくは福祉サービスに限定すべきではない。

高齢者居宅生活支援サービスの提供に当たっては、提供時間、職員の配置、職員の資格の有無等について居住者に十分に説明しておくことが望ましい。

高齢者向け住まいでの介護サービス利用にあたっての規定

7

８ 有料老人ホーム事業の運営

(9) 医療機関等との連携

イ～ニ（略）

ホ 入居者が、医療機関を自由に選択することを妨げないこと。協力医療機関及び協力歯科医療機関は、あくまでも、入居者の選択肢として設置
者が提示するものであって、当該医療機関における診療に誘引するためのものではない。

ヘ 医療機関から入居者を患者として紹介する対価として金品を受領することその他の健康保険事業の健全な運営を損なうおそれのある経済上の
利益を受けることにより、入居者が当該医療機関において診療を受けるように誘引してはならないこと。

(10) 介護サービス事業所との関係

イ 近隣に設置されている介護サービス事業所について、入居者に情報提供すること。

ロ 入居者の介護サービスの利用にあっては、設置者及び当該設置者と関係のある事業者など特定の事業者からのサービス提供に限定又は誘導し
ないこと。

ハ 入居者が希望する介護サービスの利用を妨げないこと。

有料老人ホーム（有料老人ホームの設置運営標準指導指針について（最終改正令和３年４月１日付厚生労働省老健局長通知（抄））

サービス付き高齢者向け住宅（高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針（平成21年8月19日厚生労働省・国土交通省告示第１号）（抄））



2021年4月1日
２．高齢者向け住まい等におけるケアプラン
点検について



サ高住等における適正な介護保険サービス提供 令和2年11月2日
財政制度等審議会
財政制度分科会 資料

9

令和３年度介護報酬改定
検討時資料



論点③サービス付き高齢者向け住宅等における適正な介護保険サービス提供

◼ 一部のサービス付き高齢者向け住宅等において、入居者の自立支援等に繋がらないような不適切
な介護保険サービスを提供している場合があるとの指摘があることも踏まえ、どのような対応が考
えられるか。

論点③

◼ サービス付き高齢者向け住宅等の入居者に対して適正な介護保険サービスを提供するため、
・サービス付き高齢者向け住宅等に併設する介護サービス事業所の指定の際の条件付加
・サービス付き高齢者向け住宅等における家賃の確認や利用者のケアプランの確認
などを通じて、介護保険サービスが入居者の自立支援等に繋がっているかの観点も考慮しながら、

指導監督権限を持つ自治体による更なる指導の徹底を図ることとしてはどうか。

対応案

社保審－介護給付費分科会

第194回（R2.11.26） 資料９

10

令和３年度介護報酬改定
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在宅独居 サ高住

n=752 n=3,245 n=512 n=2,829 n=224 n=1,851 n=148 n=1,506 n=94 n=1,053

サ高住等における適正な介護保険サービス提供
○ サービス付き高齢者向け住宅の入居者と在宅独居の方を比較すると、介護サービス利用量に大きな差異は見受けら
れないところ。

（出典）（一社）高齢者住宅協会における調査結果（2019年11月サービス提供分の国保連請求データ、ケアプランを調査）

（単位）

※在宅独居については、大手運営事業者の国保連請求データにより集計。

サ高住については、大手運営事業者の国保連請求データ及び小規模事業所のうち、高齢者住宅協会が定めている行動規範（サ高住運営事業者が、利用者の医療・介護サービス事業者の選択・
変更できる権利を守ることや、入居に際し、サ高住運営事業者が運営する介護・医療サービス事業所が併設・隣接していても、入居前から受けていたサービスを継続利用できる権利を守ること等）に
対する遵守宣言をした住宅の入居者のケアプランのうち、区分支給限度管理対象額を集計している。 11

令和３年度介護報酬改定
検討時資料



５．（１）評価の適正化・重点化（その６）

■ サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供を確保する観点から、事業所指定の際の条件付
け（利用者の一定割合以上を併設集合住宅以外の利用者とする等）や家賃・ケアプランの確認などを通じて、
自治体による更なる指導の徹底を図る。【省令改正、通知改正】

12

サ高住等における適正なサービス提供の確保

訪問系サービス（定期巡回を除く）、通所系サービス（地密通所介護、認デイを除く）、福祉用具貸与

○ 事業所と同一の建物に居住する利用者に対してサービス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外に対し
てもサービス提供を行うよう努めることとする。【省令改正】

○ 事業所を市町村等が指定する際に、例えば、当該事業所の利用者のうち一定割合以上を当該事業所に併設する集合住
宅以外の利用者とするよう努める、あるいはしなければならない等の条件を付することは差し支えないことを明確化す
る。【通知改正】

居宅介護支援

○ 同一のサービス付き高齢者向け住宅等に居住する者のケアプランについて、区分支給限度基準額の利用割合が高い者
が多い場合に、併設事業所の特定を行いつつ、当該ケアプランを作成する居宅介護支援事業者を事業所単位で抽出する
などの点検・検証を行う。（※効率的な点検・検証の仕組みの周知期間の確保等のため、10月から施行）

○ サービス付き高齢者向け住宅等における家賃の確認や利用者のケアプランの確認を行うことなどを通じて、介護保険
サービスが入居者の自立支援等につながっているかなどケアの質の確保の観点も考慮しながら、指導監督権限を持つ自
治体による更なる指導の徹底を図る。

社保審－介護給付費分科会

第199回（R3.1.18） 資料１

令和３年度介護報酬改定
検討時資料



居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証
・高齢者向け住まい等対策のケアプラン点検
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居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証及び高齢者向け住まい等対策のケアプラン点検は、社会保障審議

会給付費分科会による「令和３年度介護報酬改定に関する審議報告」（令和２年12月23日）における以下の記載に基

づき、令和３年10月より開始。

より利用者の意向や状態像に合った訪問介護の提供につなげることのできるケアプランの作成に資するよう、

検証方法として効率的で訪問介護サービスの利用制限にはつながらない仕組みが求められていることを踏まえ、

区分支給限度基準額の利用割合が高く、かつ、訪問介護が利用サービスの大部分を占める等のケアプランを作

成する居宅介護支援事業者を事業所単位で抽出するなどの点検・検証の仕組みを導入する。効率的な点検・検

証の仕組みの周知期間の確保等のため、10 月から施行する。

居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証

同一のサービス付き高齢者向け住宅等に居住する者のケアプランについて、区分支給限度基準額の利用割合が

高い者が多い場合に、併設事業所の特定を行いつつ、当該ケアプランを作成する居宅介護支援事業者を事業所

単位で抽出するなどの点検・検証を行うとともに、サービス付き高齢者向け住宅等における家賃の確認や利用

者のケアプランの確認を行うことなどを通じて、介護保険サービスが入居者の自立支援等につながっているか

の観点も考慮しながら、指導監督権限を持つ自治体による更なる指導の徹底を図る。居宅介護支援事業所を事

業所単位で抽出するなどの点検・検証については、効率的な点検・検証の仕組みの周知期間の確保等のため、

10月から施行する。

高齢者向け住まい等対策のケアプラン点検



【通知】高齢者向け住まい等における適正なサービス提供確保のための更なる
指導の徹底について（抄） （令和３年３月 1 8日老指発 0 3 1 8第 1号、老高発 0 3 1 8第１号、老認発 0 3 1 8第１号）
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令和３年度介護報酬改定の議論を踏まえ、高齢者向け住まい等における適正なサービス提供を確保するために、自立

支援に更なる指導の徹底を図るよう、都道府県等に通知。

（前略）
令和３年度介護報酬改定に向け、社会保障審議会介護給付費分科会においてとりまとめられた審議報告において、サービス付き高齢者向け住宅や住

宅型有料老人ホーム等（以下、「高齢者向け住まい等」という。）における適正なサービス提供を確保するため、介護保険サービスが入居者の自立支
援や重度化防止につながっているかの観点も考慮しながら、指導監督権限を持つ自治体による更なる指導の徹底を図ることとされました。

つきましては、下記に示す内容を踏まえた指導を積極的に行っていただきますようお願いいたします。
（後略）

記

１．高齢者向け住まい等における家賃等入居契約内容の確認やケアプランの点検・検証
介護保険サービス事業所が併設等する高齢者向け住まい等において、家賃を不当に下げて入居者を集め、その収入の不足分を賄うため、入居者の

ニーズを超えた過剰な介護保険サービスを提供している場合があるとの指摘があるところ。
このような指摘を踏まえ、都道府県の福祉部局は、住宅部局と連携して、介護保険サービス事業所が併設等する高齢者向け住まいの特定及び入居

契約の内容の確認を行い、家賃の設定が不適切な可能性があるもの（不当に低く設定している場合や、要介護度別に家賃を設定している場合等）等
の情報を市町村に情報提供すること。
市町村は、介護給付費適正化（特にケアプラン点検）担当部署において、都道府県からの情報等をもとに、不適切なケアプラン（ここで言う不適

切なケアプランとは「入居者のニーズを超えた過剰なサービス」を位置づけているプランを指す。）を作成している可能性がある居宅介護支援事業
所について、ケアプランの内容が入居者の自立支援や重度化防止等につながっているかの観点からの点検・検証を行っていただきたい。

その結果、介護給付費適正化担当部署において、不適切なケアプランを作成している居宅介護支援事業所が判明した場合は、当該プランを作成し
た居宅介護支援事業所に対して、ケアプランの改善を指導するとともに、居宅介護支援事業所の運営自体に問題があると判断した場合は、指導監督
部署と連携し、実地指導等を実施されたい。また、併せて、不適切なケアプランに基づき介護サービスを提供している事業所への実地指導等を実施
されたい。

２．区分支給限度基準額の利用割合が高い居宅介護支援事業所のケアプランの優先的な点検・検証
上記１の確認・指導の実施にあたっては、介護保険サービス事業所が併設等する高齢者向け住まい等に居住する者のケアプランについて、区分支

給限度基準額の利用割合が高い者が多い場合に、当該ケアプランを作成する居宅介護支援事業者を事業所単位で抽出するなどにより、当該事業者に
よるケアプランを優先的に点検・検証することが考えられる。

本点検・検証に資するよう、国民健康保険団体連合会が運用する介護給付適正化システムにおいて、このような居宅介護支援事業所を抽出する帳
票を作成できるよう改修等手続きを進めているところ。本システムの改修は本年９月頃を予定しており、将来的には、このような仕組みも活用しな
がら、点検・検証を行っていただきたい。
（以下、略）



高齢者向け住まい等対策のケアプラン点検
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自治体に対する指導徹底の通知に基づき、高齢者向け住まい等に併設等している居宅介護支援事業所におけるケアプ

ランの点検を、介護給付適正化事業の一環として市町村において実施。

• 「高齢者向け住まい等における適正なサービス提供確保のための更なる指導の徹底」（令和３年３月18日厚生労働省老健局総

務課介護保険指導室長ほか連名通知）に基づき、家賃等の入居契約の内容の情報等をもとに、高齢者向け住まい等に併設等し

ている（隣接、近接や同一法人や系列法人など関連があると考えられるものを含む。）居宅介護支援事業所で作成したケアプ

ランの点検を、介護給付適正化事業の一環として市町村において実施するもの。

• 市町村が設定する要件に該当する高齢者向け住まい等併設等居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、令和３年10月１日以降

に作成又は変更したケアプランのうち、市町村が必要と判断したものについては、ケアプランを指定し、居宅介護支援事業所

に対し提出を依頼。

※市町村は居宅介護支援事業所ごとに見た、以下の①、②項目の要件を設定。

①区分支給限度基準額の利用割合

かつ

②利用サービス種類（注）とその利用割合

（注）区分支給限度基準額管理対象サービスは全て選択可だが、組合せは２つまで。

• 提出を受けた市町村では、順次、提出のあったケアプランについて地域ケア会議等で点検を行う。

概要

※ 当該ケアプラン点検は、介護給付適正化事業の一環として実施するものであるため、介護給付適正化事業におけるケアプラン点検の実施件数に含まれる。
※ 未届の住宅型有料老人ホームも、届出の有無に関わらず点検の対象となる。



居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証と高齢者向け住まい等対
策のケアプラン点検のポイントについて
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居宅介護支援事業所単位の
ケアプラン検証

高齢者向け住まい等対策の
ケアプラン点検

法令上等の
根拠

・ケアマネ基準省令 ・自治体に対する指導徹底の通知
（介護保険適正化事業の一環）

抽出対象の
ケアマネ事業
所の要件

①区分支給限度基準額の利用割合
が７割以上

②その利用サービスの６割以上が
訪問介護が大部分を占める

・市町村ごとに設定。
・要件設定項目は以下のとおり。
①区分支給限度基準額の利用割合
②利用サービス種類（注）とその利用割合

（注）区分支給限度管理対象サービスは全て選択可だが、
組合せは２つまで。

※帳票上、各ケアプランの利用者について、要
介護認定時の居住地が高齢者向け住まい等で
あるかどうかを確認する

検証・点検
対象のケアプ
ランの指定

・要件①・②に該当するケアプラ
ンのうち、市町村が介護度別に
１件ずつ以上を指定し、届出を
依頼

・要件①・②に該当するケアプランのうち、提
出すべきケアプランを市町村が指定し、提出
を依頼

（指定方法は、左記等を参照）

ケアプランの
検証・点検
の方法

・地域ケア会議や、行政職員やリ
ハビリテーション専門職が参加
する形で行う会議等で検証

・市町村におけるケアプラン点検
（地域ケア会議等での検証も可）

検証・点検
結果の反映

・検証・点検結果を踏まえ、対象のケアプランを中心に、事業所内において同様・類
似の内容で作成しているケアプランの内容についても再検討
※ケアプランを変更するためには、利用者の同意を得る必要があり、ケアプランの
変更を強制することはできないため、介護支援専門員や市町村は本人に十分説明
をする必要



実施主体等

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

１ 事業の目的

高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業
老健局総務課介護保険指導室

（内線3958）

○ 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（以下、「集合住宅」という）等に併設している介護サービス事業所の行政処分の
割合は、併設以外と比較して多くなっているという実態がある。

○ このため、主として集合住宅に入居する高齢者に対して介護サービスを提供する事業所（以下「集合住宅関連事業所」という。）
への重点的な運営指導が可能となるよう、都道府県及び市町村における指導体制の強化を図る。

厚生労働省

都 道 府 県 等
補助（定額） 指導等

集 合 住 宅 関 連 事 業 所

○ 利用者の囲い込みをしていると考えら
れるサービス事業者に着眼し、サービス
提供にかかるケアプランの見直し等に基
づく返還等により介護給付費の削減を図
る。

○ 同一自治体内での他の集合住宅関連事
業所が行う過大サービス提供への抑止力
及び牽制

○ 自治体における効果的指導手法の確立
→好事例は全国会議等で紹介

○ 集合住宅関連事業所を指導対象として重点的に選定し、識見を有する介護支援専門員や
自治体職員ＯＢを交えた特別運営指導チームを組織して指導・監査等に臨む。
＊事務受託法人への一部委託可能。

特別運営指導
チ ー ム

※識見を有する介
護支援専門員や指
導監査職員OB等

利用者

（本人）

通所介護

訪問介護居宅介護支援

◆ 実施主体 都道府県、市町村
◆ 補助上限 １自治体２５０万円（定額）

※実施回数が多い自治体は６００万円

集合住宅５カ所
以上選定

成果目標

＜スキーム図＞

令和５年度概算要求額 40百万円（40百万円）※（）内は前年度当初予算額

※法令上の基準の確認に加えケアプランのみをチェックするだ
けではなく、実際にサービス提供している事業所の個別サービ
ス計画、利用者本人の同意（意向）等も含め包括的に確認等。
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【参考】居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証
・高齢者向け住まい等対策のケアプラン点検

居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証及び高齢者向け住まい等対策のケアプラン点検は、社会保障審議

会給付費分科会による「令和３年度介護報酬改定に関する審議報告」（令和２年12月23日）における以下の記載に基

づき、令和３年10月より開始。

より利用者の意向や状態像に合った訪問介護の提供につなげることのできるケアプランの作成に資するよう、

検証方法として効率的で訪問介護サービスの利用制限にはつながらない仕組みが求められていることを踏まえ、

区分支給限度基準額の利用割合が高く、かつ、訪問介護が利用サービスの大部分を占める等のケアプランを作

成する居宅介護支援事業者を事業所単位で抽出するなどの点検・検証の仕組みを導入する。効率的な点検・検

証の仕組みの周知期間の確保等のため、10 月から施行する。

居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証

同一のサービス付き高齢者向け住宅等に居住する者のケアプランについて、区分支給限度基準額の利用割合が

高い者が多い場合に、併設事業所の特定を行いつつ、当該ケアプランを作成する居宅介護支援事業者を事業所

単位で抽出するなどの点検・検証を行うとともに、サービス付き高齢者向け住宅等における家賃の確認や利用

者のケアプランの確認を行うことなどを通じて、介護保険サービスが入居者の自立支援等につながっているか

の観点も考慮しながら、指導監督権限を持つ自治体による更なる指導の徹底を図る。居宅介護支援事業所を事

業所単位で抽出するなどの点検・検証については、効率的な点検・検証の仕組みの周知期間の確保等のため、

10月から施行する。

高齢者向け住まい等対策のケアプラン点検
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【参考】居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証（要件）

より利用者の意向や状態に合った訪問介護の提供につなげることのできるケアプランの作成に資することを目的とし、

多職種協働による検討を行い、必要に応じてケアプランの内容の再検討を促すため、基準省令に基づき実施。

この仕組みは、サービスの利用制限を目的とするものではないことに留意する必要。

※各市町村において、国民健康保険団体連合会と調整の上、地域の実情に応じて、厚生労働大臣が定める基準（従うべき基準）よりも検証対象の範囲を拡げるため
の要件の設定は可能。

※国民健康保険団体連合会介護保険給付適正化システムで作成される帳票は、「計画単位数」を基に計算。なお、区分支給限度基準額の対象外である加算等や超過
部分の自己負担分は計算の対象ではない。

ケアマネ事業所ごとに、以下の①・②の要件に該当するかを見る。

①区分支給限度基準額の利用割合が７割以上

かつ

②その利用サービスの６割以上が「訪問介護サービス」

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成
11年厚生省令第38号）

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針）
第十三条
十八の三 介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護支援

事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられ
た指定居宅サービス等に係る居宅介護サービス費、特例居宅
介護サービス費、地域密着型介護サービス費及び特例地域密
着型介護サービス費（以下この号において「サービス費」と
いう。）の総額が法第四十三条第二項に規定する居宅介護
サービス費等区分支給限度基準額に占める割合及び訪問介護
に係る居宅介護サービス費がサービス費の総額に占める割合
が厚生労働大臣が定める基準に該当する場合であって、かつ、
市町村からの求めがあった場合には、当該指定居宅介護支援
事業所の居宅サービス計画の利用の妥当性を検討し、当該居
宅サービス計画に訪問介護が必要な理由等を記載するととも
に、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならな
い。

省令 要件

①の要件

サービス費
の総額が区
分支給限度
基準額に占
める割合
７割以上

区分支給限度
基準額

かつ ②の要件

サービス費
の総額

訪問介護が
サービス費
の総額に占
める割合
６割以上
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【参考】居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証（事務フロー）

20

居宅介護支援事業所は市町村から届出を依頼されたケアプランについて、市町村に届け出る。

１）市町村は、要件が設定された帳票を、国民健康保険団体連合会より受領

２）市町村は、受領した帳票を活用し、要件①及び②に該当する

ケアプランについて、最も訪問介護サービスの利用割合が高い

ものなどで、介護度別に１件ずつ以上指定し、ケアプランの

第１表～第３表の届出を依頼（指定方法は市町村の裁量）

※すでに、生活援助の訪問回数の多い利用者のケアプラン検証

の対象となっているケアプランは届出の対象外

※他市町村の住民である利用者のケアプランは届出の対象外

（市町村が必要に応じて、当該市町村と連携）

３）居宅介護支援事業所は、指定されたケアプランについて、当該ケアプランの利用の妥当性を検討し、当該ケアプランに訪問

介護が必要な理由等を記載し、当該ケアプランを市町村に届け出る

４）市町村は、順次、地域ケア会議等を活用して、多職種の視点から、届出のあったケアプランについて議論を行う

５）居宅介護支援事業所は、ケアプランについて見直しが必要であるとされた場合、地域ケア会議等（※）での検証結果を踏まえ、

検証対象のケアプランについて再検討を行うとともに、事業所内において同様・類似の内容で作成しているケアプランの内

容についても再検討を行う

事務フロー

※この検証の仕組みは、サービスの利用制限を目的とするものではなく、より利用者の意向や状態に合った訪問介護の提供につなげることのできるケ
アプランの作成に資することを目的としたもの。ケアプランを変更するためには、利用者の同意を得る必要があり、ケアプランの変更を強制するこ
とはできないため、介護支援専門員や市町村は本人に十分説明をする必要がある。

訪問

5000
用具

4000

訪問

9000

訪問

9000

訪看

6000
用具

3000

訪問

9000

①90％
②56％

※区分支給限度額は全員10,000単位

①90％
②100％

①90％
②100％

①90％
②100％

①90％
②0％

１．まずはケアマネ事業所単位で要件①・②に該当しているかを確認

①90％、②71％

２．次に、要件①・②に該当しているケアプランを介護度別に１件ずつ以上を保
険者が指定し、届出を求める

（※）検証の方法は、地域ケア会議のみならず、当該市町村の職員やリハビリテーション専門職を派遣する形で行う会議（サービス担当者会議の前後で行う会議を含む）等での対応も可能
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サービス付き高齢者向け住宅等における適正なケアプラン作成に向けた
調査研究事業（令和 3年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業）
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⚫ 全国で、住宅型有料老人ホームの定員は30万人以上、
サービス付き高齢者向け住宅は、25万戸を超え、介護が
必要な高齢者の住まいの形態として大きな割合を占めて
いる。

⚫ 住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅で
は、入居と介護保険サービスが別契約となっており、利
用者が必要なサービスを選択できる一方で、居住空間の
提供と介護保険サービスの提供が一体として行われる
ケースが多く、一部では入居者のニーズを超えた過剰な
サービスが提供されている旨指摘されているところ。

⚫ 過剰なサービス提供が疑われる事例がある一方で、利用者の課
題やニーズに沿った適切なケアプランを作成し、運営している
事業者もある。こうした良質な住まいの拡充のためには、サー
ビス付き高齢者向け住宅等における適切なケアマネジメントの
あり方を整理し、運営者・経営者、そして利用者や家族の理解
を促進する必要がある。

⚫ そこで本事業では、高齢者向け住まい等における適切なケアプ
ランおよびケアマネジメントについて、事例を踏まえつつ実態
や課題を整理し、検討・整理することを通じて、良質な住まい
の拡充を目指す。

⚫ その際、①事業者向け・②利用者（および家族）向けに、手引
き等の形で上記考え方をとりまとめの上、効果的に展開する方
策を検討する。

目的

背景

氏名 所属先・役職名等

石川 則子 一般社団法人高齢者住宅協会
稲田 順一 公益社団法人全国有料老人ホーム協会
笠松 信幸 一般社団法人日本介護支援専門員協会 常任理事
佐々木 淳 医療法人社団悠翔会 理事長・診療部長
下河原 忠道 一般社団法人高齢者住宅協会 理事
高野 龍昭 東洋大学 ライフデザイン学部 生活支援学科 生活支援学専攻 准教授
藤原 雅美 富庄トラストパートナーズ株式会社 アガスティーア姫路
麓 玲子 株式会社シルバーウッド 銀木犀＜西新井大師＞ 所長
○堀田 聰子 慶應義塾大学大学院 健康マネジメント研究科 教授
村木 剛 株式会社ベネッセスタイルケア 執行役員 在宅事業本部長
若井 伸江 ＳＯＭＰＯケア株式会社 教育研修部 教育企画サービス課

※ オブザーバー 厚生労働省、国土交通省

実施主体

ワーキンググループ委員一覧

株式会社日本総合研究所

※ 50音順、敬称略 ○印：座長



不適切なケアマネジメントの定義
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• 調査研究ワーキンググループでの議論を踏まえ、研究不適切なケアマネジメントの事例を類型化
してみると、概ね以下の5つのパターンに収れんする。

【個別性欠如】
利用者個々の意向や課題が考慮されることなく、ケアプランが画一的なものとなっている

不適切な
ケアマネジメント

1

【サービスの不足】
本人の希望するサービスや客観的に必要性の高いと考えられるサービスがケアプランに組み込まれていな
い、あるいは検討自体なされていない（ケアマネから見て利用者にとって必要なサービスをケアプランに位
置付けることが難しい場合がある）

３

【過剰なサービス】
利用者の意向や状態を考慮せず、アセスメントからは必要性が見出せない住まい事業者と同一法人によ
るサービスを、ケアプランに設定している（その結果として区分支給限度基準額上限までサービスが設定
されている、など）

２

【事業所選択の権利侵害の懸念】
住宅・ホームと同一法人等が提供するサービスの利用を、合理的な理由もなく、また利用者の意向も踏
まえずに利用者に求めており、この対応にケアマネも同調している（同調せざるを得ない状況にある等）

4

【ケアマネジメントサイクルの問題】
ケアプランの見直しが法定のタイミング（認定更新時や区分変更時）以外では、ほとんど行われていな
い

5



サービス付き高齢者向け住宅等における適正なケアプラン作成に向けた
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①高齢者向け住まい運営事業者・職員向け ②居宅介護支援事業所・ケアマネジャー向け ③入居者・入居検討中の方・ご家族向け

① 高齢者向け住まい運営事業者・職員向け URL：https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/detail/2021_theme63_03.pdf

② 居宅介護支援事業所・ケアマネジャー向け URL：https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/detail/2021_theme63_02.pdf

③ 利用者・利用者の家族向け（入居検討中の方も含む）URL：https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/detail/2021_theme63_04.pdf

ワーキンググループでの議論等を踏まえ、高齢者向け住まいにおける「不適切」と疑われる可能性があるケアマネジメントの要素を以下の５つに整理。

「１．個別性の欠如」、「２．過剰なサービス」、「３．サービスの不足」、「４．事業所選択の権利侵害の懸念」、「５．ケアマネジメントサイクルの問題」

これらの要素を含む事例を整理し、「①高齢者住まい運営事業者」、「②居宅介護支援事業所・ケアマネジャー」、「③利用者・家族」それぞれに向け、「不適切

なケアマネジメント」になっていないかなど、気づきを促す啓発資料を作成。

https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/detail/2021_theme63_03.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/detail/2021_theme63_02.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/detail/2021_theme63_04.pdf


冊子の活用について
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○ この冊子では、高齢者向け住まいの入居者に対し、不適切なケアマネジメントが行われている可能

性がある事例等が掲載されているため、それぞれの対象に広く届くよう、積極的な周知にご協力願い

ます。

○ 具体的には、この啓発資料の趣旨や内容を確実にお伝えいただくため、特に、

◆「高齢者向け住まい運営事業者・職員」向けの資料は、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢

者向け住宅等への研修や指導・監督の際の活用

◆「居宅介護支援事業所・ケアマネジャー」向けの資料は、介護支援専門員の法定研修等において配

布いただくとともに、管内市町村の各地域包括支援センター（包括的・継続的ケアマネジメント支

援業務等）において、介護支援専門員へのケアマネジメント支援等において活用いただくことや、

市町村が行うケアプラン点検や、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅、居宅介護支援事

業所の指導・監督の際の活用

◆「利用者・利用者の家族」向けの資料は、地域包括支援センターなどの相談窓口において、高齢者

の方が高齢者向け住まい等に入居を検討する際や、既に高齢者向け住まいに入居している方に対し

ても、広くご周知をお願いいたします。



ご清聴ありがとうございました。
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